
書式第 12号 (法第28条関係)

平成3■ 年度  事業報告書
平成 3■ 年 4月 ■日から令和 2年 3月 3■ 日まで

特定非営利活動法人キャリアアシスタント

■ 事業の成果
育格差のある子どもたちに対して、金銭的に負担をかけない形で学習機会を提供
どもたちが学習の仕方を学び自立的に学習できるようになる支援
また、子どもたちが社会との関わり方について学び、考え、いずれ社会人として主体的に社会に関わつて
いけるように活動の実施。

2 事業の実施に関する事項

(■ )特定非営利活動に係る事業

事業名 事業内容 実施

日時

実施

場所

従事者

の人数

受益対象者

の範囲及び

人数

事業費の

金額

(円 )

無 料 の家庭

教 師 、塾 の

運営事業

教育格差のある子どもたち

に授業料無料で家庭教師の

派遣、塾の運営を行う

毎週 家庭教師 (生 徒

の自宅もし くは

最寄り施 設)塾
(立川市、多摩

市、三鷹市、千

葉市、塁田区、

渋谷区、小平

市、大田区)

36名 83名 1635000

子どもへの社

会教育事業

社会見学や、日―ルモデル

となる社会人との交流の実

施 自分の将来に対するイ
メー ジを明確にするとと
もに、 自己と社会をつなぎ
合わせ て考えられる機会
を提供す るためにコーチ
ングやカウ ンセリングを
イ予う。

随時 多摩塾、立川塾 10名 0名 0

教育の機会を

阻害する社会

問題解決

経済的問題を抱える保護者

向けのキャリアカウンセリ

ングで就職支援を実施する

こと いじめを経験した子
ども、 不登校の子どもに対
しては カウンセラーによ
る心のケ アの機会の提供
を行う。

随時 対象家庭宅 3名 10名 0



書式第 13号 (法第 28条関係 )

31年度  活動計算書

平成 31年  4月  1日 から 令和 2年  3月  31日 まで

特定非営利活動法人 キャリアアンスタン ト
(単位 :円 )

科 目 金額

経常収益
1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金
施設等受入評価益

3 受取助成金等
受取補助金

4 事業収益
事業収益

事業収益
5 その他収益
受取利息

経常収益計
Π 経常費用
1 事業費
(1)人件費
給料手当

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ のrし経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計
事業費計
2 管理費
(1)人件費
役員報酬

給料手当
退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)そ の他経費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃

旅費交通費
減価償却費

経常暑Ъ響
1経
費計

_  
‐
F∬=

皿 経常外澄
‐

量
増減額

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税.住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産顔

120000

l180000

0

1060000

1223124

0

973750

45670

103000

1122420

100704

100704

-43124

0
-43124

71082

27958



書式第 15号 (法第28条関係)

平成31年度 貸借対照表

令和 2年  12月  15日 現在

特定非営利活動法人キャリアアシスタント

(単位 :円 )

科 目 金額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Π 負債の部
1 流動負債
未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

皿 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

27958

27958

0

27958

0

27958

71082

-43124

27958

27958



16

31年度  計算書類の注記

重要な会計方針

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

特定非営利活動法人キャリアアシスタント

一
〇

1 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)そ の他経費
会議費

旅費交通費

施設等評価費用

印刷製本費

通信運搬費

雑費

その他経費計

経常費用計

科 目 料の家
塾の
事業

征

師
庭教
運営 子どもへの社
会教育事業

を
会
業

会
社
事

機
る
決

の
す
解

育
害
題

教
阻
間 事 業

事業部門計 管理部門 合計

1,060,000 1,060,000

120,000 120,000

1,060,000

1,060,000 1,060,000 120,000 1,180,000

0

973,750

45,670

103,000

100,704

0

100,704

100,704

0

973,750

45,670

100,704

0

1,223,124

1.223.124

1,122,420

1,122,420



-43,124

内容 金額 算定方法

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備考

合計

科 目 胡首取得価容 取得 減少 朝末取得価毎i価償却累計4朝末帳簿価な

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目
金額

に
た
類
れ
書
さ
算
上
計
計

内役員及び
近親者との
取引



る程恕婁意事碁
利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするた

事業費と管理費の按分方法

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係)

平成31年度 財産目録

令和 2年  12月  15日 現在

特定非営利活動法人 キャリアアシスタント

(単位 :円 )

科 目 金額

資産の部

1 流動資産
現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

パソコン1台

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

事務用品購入代

交通費

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

銀行借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

27958

27958

27958

27958



書式第■8号 (法第28条関係)

平成 3■年度 年間役員名簿

平成 3■年 4月 ■日から 令和 2年 3月 3■ 日まで

特定非営利活動法人キャリアアシスタント

′́L  々
1又  ・● 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事長

ササキ

佐々木

ケンタ

健太
令和 2年 2月 ■7
日 ～令和 4年 2
月■7日

な し

理事

ヒサノ タスク
久野 祐

令和 2年 2月 ■7
日 ～令和 4年 2
月■7日

な し

理事

スギヤマ ヒロアキ
杉山 弘晃 令和 2年 2月 ■7

日 ～令和 4年 2
月■7日

な し

監事

タニザワ ケンスケ
谷澤 建亮 令和 2年 2月 ■7

日 ～令和 4年 2
月■7日

な し



書式第■9号 (法第28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 2年 ■2月 ■5日現在

特定非営利活動法人キャリアアシスタント

氏   名 住 所 又 は 居 所

１

一
佐々木 健太

つ
乙
久野 祐

う
０ 小澤 克典

4 杉山 弘晃

”
０ 馬場 正人

´
０ 丹野 亜来子

７
・
杉浦 正高

（
０ 小林 遼平

０
フ
津島 梨乃

10 北出 直也

11


